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Ⅱ．こども・子育て政策の強化：３つの基本理念

２．３つの基本理念

（１）若い世代の所得を増やす

（略）

○ さらに、賃上げの動きを全ての働く人々が実感でき、将来への期待も含めて、持続的なものとなるよう、Ｌ字カー
ブの解消などを含め、男女ともに働きやすい環境の整備、「同一労働同一賃金」7の徹底と必要な制度見直しの検討、
希望する非正規雇用の方々の正規化を含め、雇用の安定と質の向上を通じた雇用不安の払拭に向けた実効性ある取組
を進める。

○ こうした施策を支える基盤として、多様な働き方を効果的に支える雇用のセーフティネットを構築するため、週所
定労働時間10時間以上20時間未満の労働者を雇用保険の適用対象とすることとし、2028年度に実施するため、所要
の法案を次期通常国会に提出する。また、いわゆる「年収の壁（106万円・130万円）」を意識せずに働くことが可
能となるよう、短時間労働者への被用者保険の適用拡大や最低賃金の引上げに取り組むことと併せて、当面の対応策
として、「年収の壁・支援強化パッケージ」 8を着実に実行し、さらに、制度の見直しに取り組む。

（略）

１

こども未来戦略（令和５年1 2月2 2日閣議決定）（抜粋①）

（２）社会全体の構造・意識を変える

（略）

○ また、企業においても、出産・育児の支援を投資と捉え、職場の文化・雰囲気を抜本的に変え、男性、女性ともに、
希望どおり、気兼ねなく育児休業制度を使えるようにしていく必要がある。この点については、特に、企業のトップ
や管理職の意識を変え、仕事と育児を両立できる環境づくりを進めていくことが重要である。同時に、育児休業制度
自体についても、多様な働き方に対応した自由度の高い制度へと強化するとともに、職場に復帰した後の子育て期間
における「働き方」も変えていく必要がある。特に、出生率の比較的高い地方から東京圏への女性の流出が続いてい
る現状を踏まえ、全国の中小企業を含めて、女性が活躍できる環境整備を強力に進めていくという視点が重要である。

（略）

7「働き方改革」の一環として導入された、短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第76号）等
に基づく不合理な待遇差の禁止。
8  令和５年９月27日全世代型社会保障構築本部決定。
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○ 育児休業を取りやすい職場づくりと、育児休業制度の強化、この両方があって、子育て世帯に「こどもと過ごせる
時間」を作ることができ、夫婦どちらかがキャリアを犠牲にすることなく、協力して育児をすることができる。この
ためには、地域や規模に関係なく全ての企業の協力が不可欠であり、働き方改革の推進とそれを支える育児休業制度
等の強化など、「加速化プラン」で掲げる具体的な施策について、政府・経済界・労働界が一体となって、官民挙げ
て強力に取り組んでいくこととする。

（略）

（３）全てのこども・子育て世帯を切れ目なく支援する

（略）



Ⅲ－１．「加速化プラン」において実施する具体的な施策

１．ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化や若い世代の所得向上に向けた取組

（６）いわゆる「年収の壁（106万円／130万円）」への対応

○ いわゆる106万円・130万円の壁を意識せずに働くことが可能となるよう、短時間労働者への被用者保険の適用拡
大、最低賃金の引上げに引き続き取り組む。

○ こうした取組と併せて、人手不足への対応が急務となる中で、壁を意識せずに働く時間を延ばすことのできる環境
づくりを後押しするため、当面の対応策として、2023年10月より実施している「年収の壁・支援強化パッケージ」
（（１）106万円の壁への対応（①キャリアアップ助成金のコースの新設、②社会保険適用促進手当の標準報酬算定
除外）、（２）130万円の壁への対応（③事業主の証明による被扶養者認定の円滑化）、（３）配偶者手当への対応
（④企業の配偶者手当の見直し促進））を着実に実行する。また、「年収の壁」を意識せずに働くことが可能になる
よう、制度の見直しに取り組む。

3
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３．共働き・共育ての推進

（１）男性育休の取得促進～「男性育休は当たり前」になる社会へ～

○ 国際的に見ても低水準にある夫の家事・育児関連時間を増やし、共働き・共育てを定着させていくための第一歩が
男性育休の取得促進である。「男性育休は当たり前」になる社会の実現に向けて、官民一体となって取り組む。この
ため、制度面と給付面の両面からの対応を抜本的に強化する。

○ なお、こうした対応を図るに当たっては、各種施策によって、かえって女性側に家事・育児負担が偏ってしまうと
いうことのないように十分に留意しなければならない。

制度面の対応

○ まず、制度面では、男性の育児休業取得率について、現行の政府目標（2025年までに30％）を大幅に引き上げる。
具体的には、国・地方の公務員（一般職・一般行政部門常勤）について育児休業の内容にも留意しつつ、先行的に目
標の前倒しを進め、公務員、民間の双方について、以下のように男性の育児休業取得率の目標を引き上げる。

（男性の育児休業取得率の目標）

2025年 公務員85％（１週間以上の取得率）、民間50％

2030年 公務員85％（２週間以上の取得率）、民間85％

（参考）民間の直近の取得率20：女性80.2％、男性17.13％

○ また、2025年３月末で失効する次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）を改正し、その期限を延長し
た上で、一般事業主行動計画について、数値目標の設定や、PDCAサイクルの確立を法律上の仕組みとして位置付け
るとともに、今後の次世代育成支援において重要なのは「男女とも仕事と子育てを両立できる職場」であるという観
点を明確化した上で、男性の育児休業取得を含めた育児参加や育児休業からの円滑な職場復帰支援、育児に必要な時
間帯や勤務地への配慮等に関する行動が盛り込まれるよう促す。あわせて、育児休業、介護休業等育児又は家族介護
を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号。以下「育児・介護休業法」という。）における育児休業取
得率の開示制度について、常時雇用する労働者数が300人超の事業主に拡充するため、所要の法案を次期通常国会に
提出することとし、これを踏まえて有価証券報告書における開示を進める。

420 厚生労働省「令和４年度雇用均等基本調査」。
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給付面の対応

（略）

○ 男女ともに、職場への気兼ねなく育児休業を取得できるようにするため、現行の育児休業期間中の社会保険料の免
除措置及び育児休業給付の非課税措置に加えて、育児休業を支える体制整備を行う中小企業に対する助成措置を大幅
に強化する取組を推進する。具体的には、業務を代替する周囲の社員への応援手当の支給に関する助成の拡充や代替
期間の長さに応じた支給額の増額を行う。あわせて、「くるみん認定」の取得など、各企業の育児休業の取得状況等
に応じた加算等による実施インセンティブの強化を図る。

（略）

（２）育児期を通じた柔軟な働き方の推進 ～利用しやすい柔軟な制度へ～

○ 育児期を通じて多様な働き方を組み合わせることで、男女で育児・家事を分担しつつ、育児期の男女が共に希望に
応じてキャリア形成との両立を可能とする仕組みを構築するとともに、好事例の紹介等の取組を進める。

○ こどもが３歳になるまでの場合においては、現行の育児・介護休業法上、短時間勤務を措置することが事業主に義
務付けられており、フレックスタイム制を含む出社・退社時刻の調整等が努力義務となっている。これらに加え、新
たに子育て期の有効な働き方の一つとして、テレワークも事業主の努力義務の対象に追加するため、所要の法案を次
期通常国会に提出する。

○ また、こどもが３歳以降小学校就学前までの場合においては、育児・介護休業法で、柔軟な働き方を実現するため、
①フレックスタイム制を含む出社・退社時刻の調整、②テレワーク、③短時間勤務制度、④保育施設の設置運営等、
⑤休暇から、事業主が職場の労働者のニーズを把握しつつ複数の制度を選択して措置し、その中から労働者が選択で
きる制度（「親と子のための選べる働き方制度（仮称）」）を創設する。さらに、現在はこどもが３歳になるまで請
求することができる残業免除（所定外労働の制限）について、対象となるこどもの年齢を小学校就学前まで引き上げ
るため、所要の法案を次期通常国会に提出する。

○ さらに、子や家庭の状況（例えば、障害児・医療的ケア児を育てる親やひとり親家庭等）から、両立が困難となる
場合もある。労働者の離職を防ぐ観点から、事業主に対して、妊娠・出産等の申出時や子が３歳になる前に、労働者
の仕事と育児の両立に関する個別の意向を聴取し、その意向に対する自社の状況に応じた配慮を求めることとするた
め、所要の法案を次期通常国会に提出する。 5
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（略）

○ 上記の短時間勤務についても、男性育休促進と同様に、周囲の社員への応援手当支給等の体制整備を行う中小企業
に対する助成措置の大幅な強化と併せて推進する。

○ また、こどもが病気の際などに休みにくい等の問題を踏まえ、病児保育の拡充と併せて、こうした場合に休みやす
い環境整備を行う。具体的には、こどもが就学前の場合に年５日間23取得が認められる「子の看護休暇」について、
対象となるこどもの年齢を小学校３年生修了時まで引き上げるほか、こどもの行事（入園式等）参加や、感染症に伴
う学級閉鎖等にも活用できるように休暇取得事由の範囲を見直すため、所要の法案を次期通常国会に提出するととも
に、取得促進に向けた支援を行う。

○ また、仕事と育児の両立に取り組む労働者の心身の健康を守るため、企業における勤務間インターバル制度の導入
やストレスチェック制度の活用など、労働者の健康確保のために事業主の配慮を促す仕組みを導入するとともに、選
択的週休３日制度の普及にも取り組む。

（略）

6
23就学前のこどもが２人以上の場合は、年10日間。
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